
　

No.1

主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考

生徒が授業でＩＣＴを有効に活用し、主体
的に学ぶことができたと回答した生徒の割
合が、

Ａ　８０％以上である

Ｂ　７０％以上である

Ｃ　６０％以上である

Ｄ　６０％未満である

Ａ　８０％以上である

Ｂ　７０％以上である

Ｃ　６０％以上である

Ｄ　６０％未満である

授業の学習活動の中で「表現する力・伝え
る力が向上した」と感じる生徒の割合が、

Ａ　８０％以上である

Ｂ　７０％以上である

Ｃ　６０％以上である

Ｄ　６０％未満である

３年次の全商検定１級３種目の取得者が、

Ａ　１２０人以上である

Ｂ　１００人以上である

Ｃ　　８０人以上である

Ｄ　　８０人未満である

授業の学習活動の中で「主体的に粘り強く
取り組む姿勢が身に付いた」と感じる生徒
の割合が、

Ａ　８０％以上である

Ｂ　７０％以上である

Ｃ　６０％以上である

Ｄ　６０％未満である

　Ｒ６年度は肯定的評価が９６％とＲ５
年度より９ポイント上昇した。これは、
観点別評価がすべての学年に導入された
こと、生徒を多面的に評価するために評
価方法を工夫するとともに授業改善に取
り組もうと教員の意識が向上したことが
要因と考える。今年度も一層の評価材
料、評価方法の蓄積を進めていく。

【努力指標】
生徒の知識・技
能、思考力・判
断力・表現力、
学習への積極性
を図るための評
価方法を工夫・
実践している。

生徒の知識・技能、思考力・判断力・表現
力、学習への積極性を図るための評価方法
を工夫・実践した教員の割合が、

評価がＣ・Ｄの場
合、改善策を検討

年間を通じて調査

⑤ ３年間を通しての金商版探究プログ
ラムを作成し、総合的な探究の時間
や課題研究の探究活動の充実に取り
組む。

探究・教
育DX推進
室

　今年度は、総合的な探究の時間や課題
研究においてガイダンスを行い、生徒・
教員への意識づけ、探究意欲の向上を図
る。

【成果指標】
探究活動を通し
て「主体的に粘
り強く取り組む
姿勢が身に付い
た」と感じる生
徒が増加してい
る。

評価がＣ・Ｄの場
合、指導方法及び
内容を検討

年間を通じて調査

④ 各種検定試験の取組を通して学習意
欲を高める。商業科と情報交換しな
がら、現状把握に努め、授業・補
習・課題をセットにした取組を行
う。

教務課
商業科
各教科

　Ｒ６年度はＲ５年度に比べ大幅に減少
した。主な要因は、教育課程の変更に伴
い、一部の商業科目について、受講しな
い、あるいは、単位数を削減することに
なり、関連する検定試験の受験者が減少
したり合格点への到達が難しくなったり
したことである。
　今年度は、生徒への動機づけのほか、
補習体制を含め商業科と情報交換を図り
ながら、現状把握に努め、授業・家庭学
習・補習をセットにした取り組みを実施
する。

【成果指標】
各学年でそれぞ
れの目標を持
ち、資格取得の
意欲が向上し、
取得につながっ
ている。

評価がＣ・Ｄの場
合、指導方法及び
内容を検討
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重点目標 具体的取組

１ 学習指導要領の趣旨を
活かした授業実践に努
めると共に、主体的・
対話的で深い学びの実
現と、資格取得に向け
たスキルの習得とを両
立した授業実践に取り
組む。総合的な探究の
時間や課題研究などの
探究活動をより推進し
ていく。

① 国のGIGAスクール構想の実現に向
け、ICTの有効的な活用法を研究
し、生徒の主体的な学びの実現に向
けての実践を行う。

教務課
各教科

  1人1台端末を活用した授業づくりの実
践により、ＩＣＴの効果的な活用と主体
的な学びが浸透してきている。Ｒ６年度
は、特に、２、３年生において中間評価
時と最終評価時を比較し肯定的評価の割
合が５ポイント程度増加している。今年
度も生徒に主体的な学びを提供できるよ
う、研究と実践を継続していく。

前期、後期に教
職員を対象にア
ンケート調査

③ 授業を中心に学校生活全般を通じ
て、表現する力・伝える力を向上さ
せ、社会の即戦力として活躍できる
人材を育成する。

教務課
各教科
各学年
特活指導
課

　Ｒ６年度の肯定的評価が８９％とＲ５
年度より８ポイント上昇した。これは、
表現力の向上をねらいとした学習活動を
授業に取り入れてきた成果が出ていると
言える。
　今年度は、学習活動はもとより、学校
行事などにも「表現する力・伝える力」
を発揮できる場面を多く設定していく。

【満足度指標】
授業の学習活動
の中で「表現す
る力・伝える力
が向上した」と
感じる生徒が増
加している。

評価がＣ・Ｄの場
合、方法及び内容
を検討

前期、後期に全
生徒を対象にア
ンケート調査

【満足度指標】
生徒が授業でＩ
ＣＴを有効的に
活用することで
主体的に学ぶこ
とができてい
る。

評価がＣ・Ｄの場
合、授業方法及び
内容を検討

前期、後期に全
生徒を対象にア
ンケート調査

② 生徒の知識・技能や思考力・判断
力・表現力、学習への積極性を高め
るための評価を工夫・実践する。

教務課
各教科



No.2

主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考

Ａ　８５％以上である

Ｂ　７５％以上である

Ｃ　７０％以上である

Ｄ　７０％未満である

Ａ　１１０日以上である

Ｂ　１００日以上である

Ｃ　　９０日以上である

Ｄ　　９０日未満である

Ａ　７０％以上である

Ｂ　６０％以上である

Ｃ　５０％以上である

Ｄ　５０％未満である

Ａ　８０％以上である

Ｂ　６０％以上である

Ｃ　４０％以上である

Ｄ　４０％未満である

特活指導
課

　Ｒ５年度の経験により、上級生の活躍
で金商デパートに対する取組については
肯定的な評価が多かった。
　しかしながら、昨年度追加したアン
ケート項目、「自ら考え、与えられた役
割以上の仕事をすることができた」につ
いては、肯定的な評価は３９.５％に留
まっている。
　今年度は生徒が自ら考え、行動できる
ようなデパートを目指し、現状に満足せ
ず活動をしていく。

【満足度指標】
金商デパートに
おいて商業科で
学んだ知識や技
術を生かせてい
る。

金商デパートにおいて、自ら考え、与えら
れた役割以上の仕事をすることができたと
感じる生徒の割合が、

評価がＣ・Ｄの場
合、運営方法を検
討

金商デパート終
了時に、全生徒
にアンケート調
査

評価がＣ・Ｄの場
合、授業や考査の
あり方・内容を検
討

年度末に科とし
ての独自アン
ケート調査

④ 基礎的な英語を使っての実践的なプ
ロダクティブ・スキル（話す力・書
く力）に重点を置いたコミュニケー
ション能力の育成に取り組む。

外国語科 　スモールステップでの言語活動やパ
フォーマンステストを通して、プロダク
ティブ・スキル(話す力・書く力)の向上
が見られている。
　全体では８０％超えとなったが、今年
度は、全学年が８０％を超えるように、
活動およびパフォーマンステストの内容
と実施時期の検討も考慮していく。

【成果指標】
年間の様々な取
り組みを通し
て、英語を使っ
て自分の考えを
相手に話した
り、書いたりし
て伝える力が向
上したと生徒自
身が実感でき
る。

生徒の自己評価アンケートで、前述の能力
が「以前より向上した」と感じる生徒の割
合が、
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２ ビジネスマナー教育、
実践教育、国際理解教
育の更なる充実に取り
組む。

① 相手の顔と目を見てさわやかな、相
手に伝わる挨拶を日常的に実践し、
社会に貢献できる生徒の育成に取り
組む。

生徒指導
課
全学年

　生徒・保護者・教職員全体でみるとＲ
６年度は肯定的な評価は８割を超える結
果であった。Ｒ５年度の同時期の評価よ
りも向上している。声を出して挨拶する
ことができる環境への変化が要因と考え
られる。しかしながら、会釈程度の挨拶
になっている生徒が存在するのも事実で
あり、この点が教職員の評価の低さ（７
８％）になっている。
　挨拶の質をさらに高められるよう、挨
拶の大切さを常に伝え、今後とも生徒
会、教職員が連携し、より良い挨拶がで
きる生徒に育てていく。

【満足度指標】
相手の顔と目を
見てさわやか
な、相手に伝わ
る挨拶ができて
いる。

生徒が、「相手の目を見て、さわやかな気
持ちのこもった」挨拶をしていると評価す
る割合が、生徒、保護者、教職員のいずれ
においても、

評価がＣ・Ｄの場
合、指導方法を検
討

前期、後期に全
生徒、保護者、
教職員を対象に
アンケート調査

② 生徒指導が主体となり、公安委員・
生徒会執行部と協力しながら遅刻０
の徹底を推進していく。

生徒指導
課
特活指導
課

　Ｒ６年度の遅刻０の日は２０日であ
り、Ｒ５年度に比べ半減している。常習
的な遅刻者の改善が見られず、遅刻を繰
り返していることがその原因として挙げ
られる。
　今年度は保護者との連携をさらに密に
し、生徒の規則的な生活リズムや基本的
生活習慣を向上させ、遅刻者減につなげ
る。また、年度当初より「時間厳守」
「規則正しい生活習慣を身に付ける」等
の重要性について、生徒への啓発活動を
行い継続的に指導を実施する。

【成果指標】
年間を通じて遅
刻をせず、始業
時間を守ってい
る。

遅刻０の日が年間を通じて、 評価がＣ・Ｄの場
合、指導方法を検
討

年間を通じて調
査

③ マナー教育を含めた総合的な商業教
育実践の場となっている金商デパー
トに積極的に取り組む。



No.3

主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考

Ａ　９５％以上である

Ｂ　９０％以上である

Ｃ　８５％以上である

Ｄ　８５％未満である

Ａ　９０％以上である

Ｂ　８５％以上である

Ｃ　８０％以上である
Ｄ　８０％未満である

Ａ　８０％以上である

Ｂ　７０％以上である

Ｃ　６０％以上である
Ｄ　６０％未満である

③ １年生に対して、進路ガイダンスや
総合的な探究の時間を通じて、就職
や進学についての理解を深めさせ、
進路への見通しを持たせる。

進路指導
課
１学年
２学年

　１年生のガイダンスについては計画通
りに実施することができた。しかし、本
校の進路（進学・就職）は概ね「推薦」
の形態を多くとっている現状から、安易
に進路決定ができるという捉え方をして
いる生徒もいる。１年生には現在の努力
が３年生での進路実現に直結することを
具体的に伝え、さらに意識を高めてい
く。

【成果指標】
１年生におい
て、希望する進
路に向けた具体
的な進路希望を
設定することが
できている。

進路の実現に向けて、具体的な進路希望が
設定できたと答えた生徒が、

Ｃ・Ｄの場合、取
り組みを検討

前期、後期に、
１年生の生徒対
象にアンケート
を調査

【成果指標】
就職希望者にお
いて、進路実現
に向けて具体的
な取り組みがで
きている。

就職希望者において、ガイダンスや面接指
導を通じて希望の職種・業種への進路実現
を達成できたという生徒が、

Ｃ・Ｄの場合、取
り組みを検討

前期、後期に、
３年生就職希望
の生徒を対象に
アンケート調査

② 進学希望者に対して、ガイダンスや
補習を計画的に実施し、早期から志
望分野・志望校への進学意識を高め
る。

進路指導
課
（進学）
２学年
３学年

　Ｒ６年度の２年生の肯定的評価はＲ５
年度同時期と比べ２ポイント増の８１％
となったものの、Ⅽ評価に留まった。上
位検定、評定アップの必要性について具
体的な事例を踏まえ説明し、意欲の喚起
をさらに行う必要がある。昨年度導入し
たオンライン学習サービスには、キャリ
ア教育と受験（学力アップ）を結びつけ
る要素がある。昨年度の活用は、学力テ
ストとその対策が中心であった。
　今年度はキャリア教育にも活用し、進
学意識を醸成していく。

【成果指標】
進学希望者にお
いて、長期的な
視点を持って、
受験勉強に取り
組み、学力向上
に努めている。

進学希望者において、長期的な視点を持っ
て、受験勉強に取り組み、学力を向上させ
ることができたと答えた生徒が、

Ｃ・Ｄの場合、取
り組みを検討

前期、後期に、
２・３年生進学
希望の生徒を対
象にアンケート
調査

３ 生徒の希望する進路実
現へ向けて、各学年に
応じた計画的なキャリ
ア教育に取り組む。

① 就職希望者に対して、企業ならびに
同窓生と連携を深め、各種ガイダン
ス機能の充実と希望企業への実践的
な面接指導を実施し、進路実現を図
る。

進路指導
課
（就職）
３学年

　Ｒ６年度は計画通りガイダンスや面接
指導を実施することができ、生徒の進路
実現につながった。
　今年度のガイダンスにおいては、仕事
をする上での責任感等、人として大切な
ことについても生徒に伝えていく。
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No.４

主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考

Ａ　９部以上である
Ｂ　８部である
Ｃ　７部である
Ｄ　７部未満である

Ａ　５競技以上である
Ｂ　４競技以上である
Ｃ　３競技である

Ｄ　２競技以下である

Ａ　８０％以上である
Ｂ　７０％以上である
Ｃ　６０％以上である

Ｄ　６０％未満である

Ａ　９８％以上である
Ｂ　９５％以上である

Ｃ　９０％以上である

Ｄ　９０％未満である

Ａ　１００％である
Ｂ　９５％以上である

Ｃ　８５％以上である

Ｄ　８５％未満である

Ａ　８０％以上である
Ｂ　７０％以上である

Ｃ　６０％以上である

Ｄ　６０％未満である

評価がＣ・Ｄの場
合、啓発活動など
の改善策を実施

年度末に全生徒
を対象にアン
ケート調査

⑥ 生徒の安全確保を図るため、実践的
な安全教育を推進する。

総務課
全学年

　震災により防災に対する意識は高くなっ
ているが、避難行動が不完全である。
　クラス全体での避難訓練はスムーズに行
動できているが、個々での避難行動には課
題があり、自らの命は自らが守る意識が育
つ取組、避難訓練が必要である。

【成果指標】
非常災害発生時
に自らの命は自
らが守る意識を
持ち、避難訓練
に参加できてい
る。

避難訓練の際に自らの命は自らが守る意識
を持ち、主体的に行動できたという生徒の
割合が、

　Ｒ６年度はＲ５年度より意識が高ま
り、Ａ評価となった。昨年度はコロナ禍
前のように積極的に学校周辺の清掃や雪
かきなどに取り組んでいる部活動もあっ
た。
　今年度はさらに部活動や各種委員会で
実施計画を立てＲ６年度以上の取り組み
を促していく。

【成果指標】
各種委員会･生徒
会活動及びボラ
ンティア活動に
自主的に取り組
めた。

各種委員会･生徒会活動及びボランティア
活動に自主的に取り組んだ生徒の割合が、

評価がＣ・Ｄの場
合、活動内容や取
り組み方を検討

前期、後期に全
生徒を対象にア
ンケート調査

評価がＣ・Ｄの場
合、指導を検討

前期、後期に全
生徒を対象にア
ンケート調査

⑤ 「石川県いじめ防止基本方針」に則
り、いじめを起こさない学校づくり
に努める。

全教職員 　いじめは絶対に許されない行為である
ことを強く認識し、どんな小さな情報も
共有し、風通しの良い学校づくりに努め
ていく。また、肯定的評価が１００%と
なるよう、教職員の意識・行動を一層高
めていく。

【努力指標】
いじめの未然防
止に向け、校内
巡視や情報の交
換・共有を意識
的に行ってい
る。

いじめの未然防止に向け、意識的に行動を
している教員の割合が、

評価がＣ・Ｄの場
合、啓発活動など
の改善策を実施

前期、後期に全
教職員を対象に
アンケート調査

④ 校舎内の清掃をきちんと行い、ゴミ
の分別をきちんと行う意識を全生徒
が持ち、自主的に行動することを目
指す。

保健環境
課

　生徒の清掃、ゴミ分別意識については
良好である。美化委員の活動を通じてさ
らなる校内美化に努めていきたい。ま
た、Ｒ６年度は教室のワックスがけを行
うことができた。
　今年度は特別教室のワックスがけも行
い、学習環境の向上を図っていく。

【成果指標】
美化委員及びト
イレの清掃係を
中心に清潔な環
境の維持に努
め、ゴミ分別の
意識を高めるこ
とができた。

清掃をきちんと行い、ゴミの分別をしっか
りできる生徒の割合が、
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４ 心身の健康と豊かな人
間性の育成に向けて、
部活動、特別活動、安
全教育等の更なる充実
に取り組む。また、安
全教育については、大
規模災害を想定した避
難訓練を実施する。

① 運動部の県大会において、優勝を目
指す。

特活指導
課

　県大会においてベスト４以上の成績を
収めることができた部活動数はＲ６年度
およびＲ５年度は７部、Ｒ元年度～Ｒ４
年度は９部である。

【成果指標】
ベスト４以上の
部活動が、目標
を上回ることが
できた。

県大会でベスト４以上の運動部が、 評価がＣ・Ｄの場
合、指導を検討

大会報告書によ
る調査

② 文化部・商業部の県大会（総文･新
人）において団体優勝が、延べ４競
技以上を目指す。

特活指導
課
商業科

　Ｒ６年度、高文連商業部競技大会の総
文及び新人において、団体優勝すること
ができたのは、珠算、電卓、ワープロ、
英語レシテーションの延べ７競技であっ
た。
　情報処理、簿記については団体優勝を
逃している。

【成果指標】
団体での優勝
が、目標を上回
ることができ
た。

県大会（総文及び新人）で団体優勝をする
競技が、延べ、

評価がＣ・Ｄの場
合、指導を検討

大会報告書によ
る調査

③ 各種委員会･生徒会活動及びボラン
ティア活動等の充実と活性化を目指
す。

特活指導
課
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No.５

主担当 現状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備考

Ａ　９０％以上である

Ｂ　８０％以上である
Ｃ　７０％以上である

Ｄ　７０％未満である

Ａ　０人である

Ｂ　１～３人である
Ｃ　４～６人である

Ｄ　７人以上である

【成果指標】
１月当たりの平
均時間外勤務時
間が８０時間を
超える教職員数
の削減ができ
た。

年間の時間外勤務時間が、平均して月８０
時間を超える教職員の数が、年間で、

評価がＡ以外の場
合、対策を検討

毎月の時間外勤
務時間記録の集
計結果

【成果指標】
本校の教育活動
や生徒状況等の
理解に役立つ最
新の情報を提供
する。

「配付物やホームページ等による情報が、
教育活動の理解や生徒状況の把握に役立
つ」と評価した保護者の割合が

評価がＣ・Ｄの場
合、取り組みの方
法を検討

前期、後期に保
護者を対象にア
ンケート調査

6 教職員の多忙化改善に
向けて、業務内容の精
選と遂行方法の改善に
取り組む。

働き方改革の趣旨に則り、業務改善
に努め、教職員の時間外勤務時間の
短縮に繋げる。

全教職員 　時間外勤務時間８０時間超えの主な要
因は、部活動指導、金商デパート準備、
修学旅行引率などの行事・業務に伴うも
のである。特に部活動については土日に
宿泊を伴う上位大会が県外で行われるこ
とが多く、業務過多となっている。
　業務の平準化に努め、削減できる業務
がないかについても見直しをかけてい
く。また、部活動休業日には定時退庁す
るという雰囲気づくりにも努めていく。

5 開かれた学校づくりに
向けて、教育活動の成
果の積極的な発信に取
り組む。

学校行事や特色ある教育活動等につ
いて、生徒・保護者・地域から求め
られる情報を、ホームページ、広報
誌やＰＴＡ活動等を通じて発信す
る。

総務課
各学年

　充実したホームページとなるよう、各
分掌やＰＴＡや部活動と協力し合いなが
らタイムリーな情報発信や会報の発行に
努めていく。
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